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長期計画と農業産出額の推移 販売農家・農業従事者の推移

みやざき農業の現状

◼ 口蹄疫からの復興や収益性の高い農業を展開してきた結果、農業産出額は全国第５位の３，４２９億円（Ｈ３０）。全国有数の食料供給県としての地
位を確立。

◼ 販売農家、基幹的農業従事者は減少・高齢化が進む中、農業法人や雇用就農者は増加。新規就農者は近年４００人を超え、半数以上が法人就農。
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図2 農業産出額の推移

図１ 宮崎県農業・農村振興長期計画の変遷

農林水産省「生産農業所得統計」

図3 販売農家戸数の推移 図4 基幹的農業従事者の推移

農林水産省「農林業センサス」

常雇用

臨時雇用

農林水産省「農林業センサス」、宮崎県「農業法人実態調査」

図5 農業法人と雇用就農者の推移
農林水産省「農林業センサス」

図6 新規就農者数の推移
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宮崎県調べ

全国有数の食料供給県の地位を確立
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Ｈ１３．９
ＢＳＥの発生
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H３～１２

H１３～１６

H１７～２２

Ｓ３５
産出額２７１億円
全国第３０位

Ｓ４６
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全国第２３位

Ｓ５６
産出額２,８１７億円
全国第１６位
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産出額３,７１７億円
全国第７位

Ｈ１３
産出額３,０８８億円
全国第８位

Ｈ１７
産出額３,２０６億円
全国第６位

Ｈ１１．７
新農業基本法制定

Ｈ５
米不作、MA米受入

Ｈ３．４
牛肉・     輸入自由化

Ｓ６１．９
               交渉開始

Ｓ５４
みかんの園転開始

Ｓ４２
米の大豊作

Ｓ３６．６
農業基本法制定

Ｈ１２．３
口蹄疫の発生

Ｈ１９
食品表示偽装の多発

宮崎県防災営農計画＜キーワード：防災営農＞

台風時期を避けた営農方式の導入・定着 → 早期水稲、施設園芸、畜産の導入

新農業振興１０カ年計画＜キーワード:食料供給基地＞

食料の確保と食料供給基地づくり → 畜産、園芸作物の振興による生産拡大

第三次農業振興長期計画＜キーワード:暖地営農むらづくり＞

暖地営農むらづくりを目指して → 地域農業振興と集落営農の展開

第四次農業振興長期計画＜キーワード:みやざきブランド＞

みやざき      確立と活力あるむらづくり → 作ったものを売るから売れるものを作る

第五次農業・農村振興長期計画＜キーワード:国際化＞

大競争時代を勝ち抜く活力ある農業・農村の創造 → 国際化における産業競争力の強化

H２３～Ｒ２

Ｓ４５
米の生産調整開始

Ｈ２２．４
口蹄疫の発生
Ｈ２３．１
鳥        の発生
新燃岳の噴火

Ｈ２３
産出額２,８７４億円
全国第７位 Ｈ２７．１

日豪ＥＰＡ発効

Ｈ３０．１２
ＴＰＰ１１発効
Ｈ３１．２
日EU・EPA発効

Ｈ３０．４
硫黄山の噴火

第七次農業・農村振興長期計画＜キーワード:「連携」と「参入」＞

「農」を核とした多様な「連携」と「参入」の促進 → みやざき農業の新たな成長産業化

第六次農業・農村振興長期計画＜キーワード:食の安全・安心＞

元気な担い手で創る食と農の新時代 → 食と農の構造改革と食農ネットワークづくり

Ｈ３０
産出額３,４２９億円
全国第５位

Ｒ１．１
日米貿易協定発効
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■産業別特化係数(H28)
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県内産業における農業の位置づけ 農業、県内他産業の雇用情勢

県内産業におけるみやざき農業～経済・雇用～

◼ 県内産業における農業は産業別特化指数4.4と全国平均の4倍強であり、県内総生産・就業人口に占める第１次産業も高い割合。また県外から「外貨
を稼げる」数少ない産業であり、食品関連産業など他産業への波及効果も高く、今後ともフードビジネスの更なる振興が必要。

◼ 県内有効求人倍率は平成21年以降年々上昇し、労働人口が減少する中、他産業との人材獲得競争は激化。農業の労働生産性を上げ、産業としての魅力向上が必要。

図8 農業の県内経済への効果

図7 県内産業における位置づけ

内閣府「平成28年度国民経済計算」、総務省「平成27年国勢調査」、宮崎県「平成28年度宮崎県県民経済計算」

■有効求人倍率の推移（季節労働含む） ■ 職業別求人倍率

宮崎県「平成28年度宮崎県県民経済計算」より推定

図10 就業者一人当たりの名目労働生産性
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■県内産業における財・サービスの流れ

◆高止まりする求人倍率の中、産業
間の人材獲得競争は激化。

◆他産業並みの労働生産性や労働
環境を実現し、産業としての魅力
向上が必要。
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図9 県内の雇用情勢

依然多い県外移輸入
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諸外国の情勢や、産出国における需給調整
により、価格変動が大きい。

みやざき農業を取り巻く情勢

◼ 人口減少・高齢化に伴い国内マーケットは縮小傾向。一方、世界人口は増加、経済連携協定も進展し、市場のグローバル化は一層拡大する見込み。ま
た、気候変動や発展途上国の経済発展により、穀物の国際価格は先行き不透明で、重油価格も諸外国の情勢や産出量調整により不安定。

◼ 地球温暖化は進行し、局地的な豪雨・暴風等による災害が発生。また、鳥インフルエンザや豚熱（ＣＳＦ）等の家畜伝染病や、かんしょやさといも等の
疫病は、国内・県内で相次いで発生しており、常時の備えと迅速な対応が必要。

国内・世界のマーケット展望 地球温暖化・災害などの影響

国内 平成7年 平成29年

人口 1億2,600万人 1億2,671万人

高齢化率 14.5％ 27.7％

マーケット規模 83兆円 76兆円(H27)

農業総産出額 10.4兆円 9.3兆円

令和27年

1億642万人

（35.8％）

世界 平成7年 平成27年

人口 57億人 74億人

マーケット規模 890兆円

農産物貿易額 4,400憶ドル 1兆4,000億ドル

令和27年

98億人

国内人口減少、高齢化に伴い
国内マーケットは縮小傾向

世界人口は増加傾向。
世界のマーケットが拡大する一方
穀物の需給・価格安定には懸念材料

図11 国内人口・世界人口の推移

図14 Ａ重油価格の推移

図15 地球温暖化の推移（宮崎市年間平均気温）

気象庁データより抜粋

経済産業省資源エネルギー庁「石油製品価格調査」※九州・沖縄 小型ローリー価格

外務省ホームページより引用

今後も経済連携協定交渉は継続され、グローバル化は一層拡大
する見込み。

農林水産省「世界の穀物需給及び価格の推移」ホームページより抜粋

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計」、農林水産省資料より抜粋

図12 経済連携協定の進展

図16 近年の災害の状況

図17 家畜防疫対策の状況

鳥インフルエンザ発生時の防疫措置

防疫演習の状況

図18植物防疫の状況

豪雨による農地の冠水

暴風によるビニールハウスの倒壊
（H29台風24号）

サツマイモ基腐病の発生

さといも疫病の発生

ＴＰＰ１１

日米貿易協定

米国

図13 穀物国際価格の推移
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1. 輸出促進の司令塔組織立ち上げによる更なる輸出拡大

2. 肉用牛・酪農生産拡大プロジェクト

3. 新たな需要に応える園芸作物の生産体制強化

4. 水田農業における高収益作物等への転換

5. スマート技術の現場実装とデジタル政策の推進

6. 農林水産業に新たに就業する者のすそ野の拡大と定着の促進

7. 棚田を含む中山間地域の基盤整備と活性化

8. 食品産業・ベンチャー企業等との連携強化

9. 人手不足にも対応した食品流通の合理化

10. 激甚化する自然災害への対応の強化

11. CSF・ASFなど家畜疾病対策の強化

農業政策をめぐる動向

◼ 国は令和元年１２月に農林水産業・地域の活力創造プランを改定。「農業生産基盤強化プログラム」を策定し、輸出拡大に向けた和牛生産の倍増や、中山間
地域や中小・家族経営を含めた幅広い生産基盤の強化を推進。令和２年３月には農業・農村の持続可能性をテーマに食料・農業・農村基本計画を改定予定。

◼ また、ロボット・ＡＩ等の先端技術による新たな社会の実現を目指し、国は「未来投資戦略-Society5.0-」を策定。スマート農業が戦略に掲げられ、県も推進方針を策定。
◼ 国連では誰一人取り残さない社会の実現のため、「持続可能な開発目標-SDGs-」を策定。国際社会共通の目標として、第八次計画にも反映する必要。

農業政策関係 科学技術政策

国連の目標

◆農林水産業・地域の活力創造プラン

強い農林水産業、美しく活力ある農山漁村の実現

需要フロンティアの拡大
（国内外の需要拡大）

需要と供給をつなぐ
バリューチェーンの構築

生産現場の強化

多面的機能の維持発揮

農山漁村の有する
ポテンシャル（潜在力）の発揮

経営マインド（経営感覚）を持つ
農林漁業者の育成

新たなチャレンジを後押しする
環境整備

農業生産基盤強化プログラム

◆食料・農業・農村基本計画

✓2035年度までに和牛生産量を倍増

✓2030年までに加工・業務用野菜
出荷量を1.5倍増

✓2025年度までに500産地創設

✓2025年までに担い手のほぼ全てが
データを活用した農業を実践

✓2024年度までに地域資源を活用した
取り組みを250地区創出

農業の成長産業化
持続的な発展

農地の有効利用

農業の持続性確保

農水省において令和２年３月に次期基本計画を策定予定。
今後３月に向け改定内容の詳細が判明する見込み

• 多様化する需要への対応、新技術の活用や他業種との連携
• Ｒ２年度までに地域で中心的な役割を果たす農業者を特定
• 農地集積・集約や基盤整備による安定的な農業経営の担い手育成・確保
• 法人・家族など経営形態に関わらず農業継続する者への経営基盤の継承
• 多様な人材の確保、生産性向上、外国人材の受入れ、データ駆動型農業経営実現

IoTやロボット・人工知能（AI）・ビッグデータ等の、社会の在り方に影響を及ぼす新たな先端技術を、あらゆ
る産業や社会生活に取り入れ、経済発展と社会的課題の解決を両立していく新たな社会であるSociety5.0の実現を
目指すもの。戦略のフラッグシッププロジェクトとして、農林水産業のスマート化が掲げられている。
また、本県でも「みやざきスマート農業推進方針」を策定し、スマート農業の円滑な導入を推進。

◆未来投資戦略－「Society5.0」「データ駆動型社会」への変革－

内閣府「Society5.0」ホームページより抜粋

2015年の国連サミットで採択された「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会実現のため、
2030年を年限とする17の目標を制定。農業分野においても、SDGsの理念を踏まえながら活性化を図る必要。

◆持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ -Sustainable Development Goals-）

1.貧困をなくそう

2.飢餓をゼロに

☞持続可能な農業の展開

3.すべての人に健康と福祉を

☞農福連携

4.質の高い教育をみんなに

☞食育、リカレント教育

5.ジェンダー平等を実現しよう

☞女性の活躍

6.安全な水とトイレを世界中に

☞持続可能な農業用水、集落排水

7.エネルギーをみんなに
そしてクリーンに

☞地域資源のエネルギー活用

8.働きがいも経済成長も

☞農業の成長産業化、高付加価値化

9.産業と技術革新の基盤をつくろう

☞スマート農業、基盤整備

10.人や国の不平等をなくそう

☞条件不利地の営農支援

11.住み続けられるまちづくりを

☞中山間振興、GIAHS、関係人口

12.つくる責任つかう責任

☞食品ロス・リサイクル、有機農業

13.気候変動に具体的な対策を

☞温室効果ガス削減、防災減災

14.海の豊かさを守ろう

15.陸の豊かさも守ろう

☞多面的機能支払

16.平和と公正をすべての人に

17.パートナーシップで
目標を達成しよう

☞産学官連携、経済連携協定、バリューチェーン 4

みやざきスマート農業推進方針より抜粋

○ 畜産分野において、分娩監視システムや搾乳・哺乳ロボッ
ト等の導入による省力化や生産力向上など、スマート畜産に
よる力強い畜産経営を実現します。

○ 露地園芸分野において、ドローンを活用した農薬散布・セ
ンシングやロボットトラクター等の導入による省力化に加え、
生産管理の適正化や作業の機械化・分業化等を実現する、耕
種版インテグレーションモデルの確立を実現します。

○ 施設園芸分野において、複合環境制御システムによる収量
と品質の向上や、ＡＩ等による精度の高い出荷予測により、
生産高度化モデルの確立を実現します。

○ アシスト機能や自動走行の技術等により、年齢、性別、経験、
国籍、障がいの有無等に関わらず、誰もが取り組める農業の環境
を整備します。

○ 熟練農家技術のデータ化と活用、ＩＣＴによる情報の共有化、
ＡＩ診断技術開発等による農業技術の「見える化」を図り、新規
就農者等へ技術の継承を実現します。

① 誰もが取り組める農業を目指した「農業のユニバーサル化」を実現

② 超省力・高効率で高収益な農業を実現

「だれでもできる！」

「楽しくできる！」

○ リモコン式自動草刈機による水田畦畔の除草や、棚田等に
おける水管理システム等を集落営農組織など地域が一体と
なって導入し、スマート農業の中山間地域モデルを実現しま
す。

○ ＩＣＴ自動捕獲システム等による捕獲監視の省力化やド
ローンを活用した追い払いなどにより、野生鳥獣による被害
を減らします。

③ 中山間地域など条件不利地域での持続可能な農業を実現

「どこでもできる！」

ひなたスマートアグリビジョン
～宮崎県が目指すスマート農業の将来像～

令和２年１月末現在の基本計画改定の基本的考え方

テーマ ～農業・農村の持続可能性を確保していく指針～

需要の変化への対応
所得の確保

消
費
者
の
理
解
と
行
動

• 農業を継続する者への農地の円滑な継承
• 中山間地域等条件不利地での放牧等粗放的な利用の検討

• 高収益作物、高付加価値化、業務用需要への対応、集積・機械化によるコスト低減
• 災害リスクに対応したセーフティネット対策
• 輸出、共同輸配送の推進など安定した流通の確保と取引の適正化
• 産地・消費地の共通認識の醸成、国産農産物の消費拡大

• 多様な農家それぞれにふさわしい農業経営の確立
• 関係人口の増大、他産業による所得の確保や定住条件の整備等総合的対策
• 半農半Ｘ等多様なライフスタイルの実現と棚田地域の自主的な努力の支援
• 農水省が主導的な役割を持った関係府省との支援体制の構築

済



みやざき農業の将来展望と方向性

◼ 農業経営体数は、今後10年で法人経営体は増加するものの、団塊の世代が75歳を迎え、販売農家数は約半減することが予想されます。
◼ 現在の経営規模のままでは農業産出額は大きく減少し、農業のみならず食品製造、運送、卸売業など県内産業全体が脆弱化する危機にあります。
◼ 本県農業が今後も維持・発展し続けるには、社会変化に対応しながら持続可能な農業に転換し、次の世代にしっかりとバトンをつなぐことが必要です。

◼ そのため、家族経営・農業法人など多様な経営体が稼げる農業を実現するとともに、働く環境や就農環境等を改善することで職業としての魅力向上
を推進します。

◼ また、安定した生産・出荷体制の構築や、付加価値の向上、社会ニーズに応じた品目への転換、消費者の信頼確保により農産物の魅力向上を推進します。
◼ さらに、本県の基幹産業として食料生産や多面的機能、農村文化等に対する県民理解を深め、農業・農村の重要性を共有する取組を推進します。
◼ これらの取組を通じて、農業関係者のみならず県民や多様な産業と共に「みんなのみやざき農業」を築き、持続可能な魅力あるみやざき農業を目指します。

今後の方向性

職業としての魅力向上 農産物の魅力向上

みんなの
みやざき農業

農業者から見た マーケットから見た

県民と農業・農村の重要性を共有

✓農業経営体が減少する影響を緩和するには職業としての魅力を向上し、新規就農者の更なる確保に加えて、円滑な事業承継等により定着を推進。
☞稼げる農業、働きやすさ、就農しやすさ、暮らしやすさの改善

✓また、今後も持続的に農業が発展するには、家族経営や小規模経営も含めて生産基盤を強化しながら、農産物の魅力を向上し、マーケットか
ら選ばれる産地づくりを推進。

☞安定した生産・出荷体制、産地加工等による付加価値の向上、消費や流通ニーズに応じた品目への転換、消費者の信頼確保
✓農村を今後も維持するには、農業・農村の持つ役割や重要性を積極的に情報発信し、県民と思いを共有できる取り組みを推進。

・稼げる農業

・働きやすさ

・就農しやすさ

・暮らしやすさ

・安定した生産・出荷体制

・産地加工等による付加価値の向上

・消費・流通ニーズに応じた品目への転換

・消費者の信頼確保

多面的機能の理解 食育・地産地消食料生産の重要性 農村文化の再認識本県の基幹産業

5

持続可能な
魅力あるみやざき農業へ

済



みやざき農業のめざす将来像

◼ 人口減少に起因する様々な課題に打ち勝つためには、技術やこれまでの常識からの「変革」に加え、篤農技術と新技術、農業者と多様な人材、農業
と他産業など、これまでの仕組みと新たなアイデア等との「融合」により、従来の農業の枠を超えてチャレンジし続ける必要があります。

◼ そのために、減少する経営体に対する「多様な農業者の確保・育成」の観点に加え、産地の維持・発展の視点から見た「農の魅力を届けるみやざきア
グリフードチェーンの構築」、農村振興の観点から見た「人と環境に優しい農業・農村の実現」について、目指すべき将来像を明示します。

◼ これらの将来像を、農業者や市町村、ＪＡ等の農業団体、関連事業者、県民と共有しながら、実現に向けてスピード感をもって取り組み、「持続可能な
魅力あるみやざき農業」の実現を目指します。
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多様な農業者の確保・育成 人と環境に優しい農業・農村の実現

農の魅力を届ける「みやざきアグリフードチェーン」の実現

「変革」 と 「融合」

【生産】スマート生産基盤の確立による産地革新

◆ スマート農業等の技術や生産環境整備、
分業生産体制の構築により、効率的で
災害に強く持続的な生産基盤になります。

◆ 生産推進品目の絞り込みや、年間供給体
制、産地加工機能の強化、生産情報の見
える化等により社会ニーズに適応した産地

になります。

【流通】産地とマーケットをつなぐ流通構造の変革

◆ 産地における選果場等や消費地における配送
拠点の集約、ＩＣＴを活用した物流管理により、
モノと情報が繋がり、物流の効率化が実現しま
す。

◆ 物流ドローンや長期輸送に対応した鮮度保持システム
などの導入により、新たな物流の仕組みが構築されま
す。

【販売】産地と流通の変革を生かした販売力の強化

◆ 高精度な生産・出荷計画を生かした安定取引と大ロット
による有利販売に加え、社会ニーズに対応したブラン
ディングを展開し、信頼され選ばれる産地になります。

◆ 輸出先国のニーズに対応した産地づくりや
輸出拠点をフル活用し、グローバルニーズ
に対応した産地と販売体制が整備されます。

○次世代に引き継ぐ魅力あふれる農山村づくり

◆ 農村集落の多様な人材が経験を生かして農業を活
性化するとともに、多様な産業との融合による所得・
雇用の確保を図り、賑わいのある魅力あふれる農
山村になります。

○次代を担う
「みやざきアグリプレーヤー」の確保育成

◆ 様々な就農ルートの確保や魅力ある農業者の姿の
発信により、多様な人材の確保が進んでいます。

◆ 高度な農業人材の育成や経営発展に向けた個別
支援、技術者の指導力強化により、職業としての魅
力を体現する農業人材が育成されています。

○「産地サポート機能」を有する
新たな産地経営体への変革

◆ 行政や農業団体の参画・支援の下、地域のＪＡ部会、
集落営農組織、法人経営体が連携し、就農者の育
成、技術・経営資源の承継、労働力の調整など「産
地サポート機能」を有する新たな産地経営体へ変革
しています。

○資源循環による環境に優しい農村づくり

◆ エネルギーや飼料生産での耕畜連携をはじめ、地
域資源を活用した資源循環体制を確立し、環境に
優しい農村になります。

変 革：技術や農業関係者の意識・考え方
スマート農業等の技術、社会変化にチャレンジする意識、働き方への意識
外国人・農福連携・ＵＩＪターンへの意識 etc

融 合：篤農技術と新技術や、多様な人材、他産業のアイデア等との融合
篤農技術とスマート農業などの新技術、外国人や障がい者等多様な人材
食品製造業・運送業・IT産業など他産業、ＪＡと農業法人等の経営体 etc

持続可能な魅力あるみやざき農業実現に向けた

途中



7

■みやざき次世代農業リーダー養成塾の卒塾生
が法人化や雇用拡大を実現するなど、地域の
中心的な担い手として活躍。

卒塾生数(H27～H30)：57名

次代を担う「みやざきアグリプレーヤー」の確保育成

担い手の減少が進む中にあっても持続可能な魅力ある農業を展開するため、施策の主要ターゲットを、これまでの「担い手（農業経営者）」から、
雇用人材を含めた「みやざきアグリプレーヤー」へと拡大させるとともに、これまで構築してきた新規就農支援の仕組みや普及指導体制を更にブラッ
シュアップし、魅力ある農業者の姿を発信することにより、職業として多くの人に選ばれる農業への変革を推進します。

【今後の方向性】 【目指すべき姿】

次代を担うみやざきアグリプレーヤーの確保育成

■多様な就農ルートの確保
・ＵＩＪターン者、県内学卒者等を
ターゲットにした就農相談・就農前
研修の充実

・農福連携や外国人材の活用による
新たな雇用労働力の確保

■就農に向けたキャリア教育
・普通科高校との連携による魅力的な
農業者の姿の発信

・現場との連携や現場からの参画による
農大校教育の更なる高度化

多様な人材の取り込み

■誰もがあこがれる農業人材の育成
・５年間の間に一人前として定着する
ための研修カリキュラムの充実

・労務管理や地域営農システム全体への
貢献を意識できる高度な農業人材の
育成

■経営発展に向けた個別支援
・個々の経営課題に対応した個別支援の
強化

・民間コンサル等を活用した経営支援の
展開

■技術者（普及員等）の指導力強化
・担当品目にとどまらない分野横断的な
コーディネート能力の向上

職業としての魅力を体現する
農業人材の育成

職業としてより多くの人に選ばれる農業へ

【現 状】

■臨時雇用者が大きく減少する一方、常雇用者は
増加傾向で、年齢構成も比較的若い。

■外国人技能実習制度における農作業請負方式が
可能となったほか、新たな在留資格も創設。

担
い
手
減
少
の
影
響
を
軽
減
す
る
に
は
、
多
様
な
人
材
の
活
躍
と

職
業
と
し
て
の
魅
力
向
上
が
重
要

農業後継者

外国人材

ＵＩＪターン者

定年帰農者 県内学卒就農者

障がい者

シルバー人材

就農定着に向けた支援 ５年で一人前の農業者へ

経営発展に向けた支援 経営感覚に優れた農業者へ

自営（起業）就農 雇用就農

就職氷河期世代女性

キャリア教育 職業としての農業の魅力を発信

産地の中心的リーダー養成 幹部養成、独立支援

魅
力
あ
る
農
業
者
の
姿
を
発
信

技能実習
（赤字部分：運用改善）

特定技能外国人
（新設）

在留
資格

「技能実習」
（実習目的）

「特定技能１号」
（就労目的）

在留
期間

最長５年 通算で最長５年

従事
可能な
業務の
範囲

・耕種農業のうち
｢施設園芸｣｢畑作･野菜｣｢果樹｣

・畜産農業のうち
｢養豚｣｢養鶏｣｢酪農｣

※農産物を使用した製造・加工も可能

・耕種農業全般

・畜産農業全般

受入
主体

（雇用主）

農業者等（実習実施者）

※ 農協が受入主体となり、組合員
から農作業を請け負って実習を
実施することも可能

・農業者等
・派遣事業者

6,341 6,512 8,585 

53,863 
47,822 

29,439 

H17 H22 H27

常雇用

臨時雇用

雇用者（実数）の推移
常雇用者の年齢構成

（H27）

15 ～ 44歳
42%45歳以上

58%

多様な就農ルート

多様な人材をみやざきアグリプレーヤーとして

取り込む（融合）
［みやざきアグリプレーヤー＝担い手（農業経営者）＋雇用人材］

職業としての魅力を体現し、
誰もがあこがれる農業人材へと変革
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「産地サポート機能」を有する新たな産地経営体への変革

第七次計画で「産地経営体」の育成に取り組んだ結果、一部の農業法人やＪＡ部会が効率化を実現するなど、産地をけん引する好事例が創出された
一方、耕作放棄地の増加や人手不足、集落営農組織数の伸び悩みといった、産地の持続可能性を脅かす共通課題が新たに顕在化してきました。
そのため、行政や農業団体等の参画・支援の下、ＪＡ部会、集落営農組織、法人経営体がこれらの課題解決に向けて連携し、就農者の育成、技術・

経営資源の承継、労働力の調整など地域農業の維持・発展に必要な「産地サポート機能」を有する新たな産地経営体へと変革します。

【今後の方向性】 【目指すべき姿】

「産地サポート機能」を有する新たな産地経営体への変革

【現 状】

■地域営農体制を支える集落営農組織や集落営農
法人の数は伸び悩み。

中
小
・
家
族
経
営
等
地
域
農
業
を
将
来
に
わ
た
っ
て
維
持
す
る
た
め
に
は
、

産
地
サ
ポ
ー
ト
機
能
の
強
化
が
必
要

113 115 115 116
126 127 131

139 140 138

20 20 21 23 28 30 32 36 36 36

0

50

100

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

集落営農組織数 集落営農法人数

済

機能④

労働力
調整

機能②

技術
承継

機能③

農地等
承継

産地サポート機能
の発揮

地域農業の維持発展に
必要不可欠な公益的機能

産地経営体

行政・JA等

地域共通の課題解決に
資する取組を

行う集団に対し、

地域施策として

施策を集中

産業施策として

施策を集中

■ “産地経営体”を育成した結果、一部の農業
法人やＪＡ部会が効率化を実現するなど、産地
をけん引する好事例が創出。

ＪＡ部会
組織

集落営農
組織 法人

経営体
産地経営体の候補

中小・家族経営等、地域農業を支える体制の強化

共通課題の解決を契機として
組織間連携を強化

生産面での連携による
競争力強化

産地サポート機能を
有する産地経営体と

して発展

↑洗浄機能を有するかんしょ
選果場の活用（ＪＡ串間市大
束かんしょ部会）

↓露地野菜の機械化一貫体系
構築（ジェイエイフーズみや
ざき）

■耕作放棄地は年々増加。相続等に伴う土地持ち
非農家の面積増が課題。

582 
1,633 1,755 

2,197 1,995 1,775 1,786 
188 

371 505 

762 974 1,043 1,023 

305 

654 760 

1,486 1,716 1,860 2,217 

1.6%

4.0%

4.8%

7.3%
8.4% 8.5%

9.9%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

10.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27

土地持ち非農家
自給的農家
販売農家
耕作放棄地率

(ha)

■地域調整組織体制の強化
・中心となる組織・人材の育成
・行政やＪＡの組織構築への支援、参画
・地域コミュニティとの連携体制構築
・地域農業情報の集約、システム化

■就農しやすい環境整備と人材育成
・移住関連施策とのパッケージ化
・リース方式等による就農条件緩和
・トレーニング施設の充実強化
・ライフスタイルに合わせた柔軟な雇用
の創出

■経営資源の円滑な調整・承継
・技術の見える化や熟練農業者の伴走
指導による非有形資産の承継

・スタンバイ農地や特定農作業委託の
積極的な活用による農地等承継

・農地や施設・機械の地域間利用調整
・承継後のリタイヤ者の働く場の創出

■労働力融通の仕組みの構築
・地域内労働力情報の一元化
・地域内・他産業との連携

■行政やＪＡの支援強化
・経営資源や労働力の広域調整
・重点支援産地への行政・ＪＡの組織参画

地域調整機能の強化

フードチェーンへの
参画による

産地力の更なる強化
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✓ スマート生産基盤の構築

➢ 技術：みやざきスタイルのスマート農業の普及

➢ 生産環境：効率的で災害に強い営農の実現

➢ 生産体制：分業生産体制の構築

✓ 社会ニーズに適応した産地振興

➢ 生産量の確保

➢ 生産方式の刷新

➢ 付加価値の最大化

➢ 消費ニーズへの対応

➢ 生産情報の見える化

生 産
スマート生産基盤の確立による産地革新

農の魅力を届ける「みやざきアグリフードチェーン」の実現

◆担い手の減少に加え、「食の外部化」など多様化するニーズに適応するためには、基盤整備やスマート農業による徹底した省力・効率化等に加え、
品目の重点化や周年栽培、産地加工機能の強化などによる社会ニーズに適応した産地振興が必要です。

◆また、都市部から遠隔地にある本県は、トラックドライバー不足など流通業界の課題への対応が急務となっており、生産から出荷・小売までのサプ
ライチェーン全体が連携した対策により、農産物の価値や生産者の思いを消費地に「運べて」「売れる」仕組みの構築が必要です。

◆そのため、生産・流通・販売をつなぐ「みやざきアグリフードチェーン」体制を構築し、宮崎の農の魅力を消費者に届けるとともに、産地加工の強
化によって農業を食品製造業へと発展させ、フードビジネスのさらなる振興を図ります。

概 要

販 売
産地と流通の変革を生かした販売力の強化

流通と生産・販売をつなぐ司令塔体制の構築

流 通

産地とマーケットをつなぐ流通構造の変革

食品製造業への発展

フードビジネスの振興

産地加工の強化

【生産⇐流通⇒販売】

✓ 産地革新を生かした供給機能の強化

➢ 産地と消費地の双方で供給拠点を集約

➢ 物流拠点の機能強化

✓ モノと情報が繋がる効率物流の実現

➢ 手荷役から機械荷役への転換

➢ 各流通ツールの統一化

✓ 新技術の積極的な活用

➢ ＲＦＩＤを活用した商品・物流情報の連携・共有化

✓ 産地革新を生かした計画販売の実現

➢ 出荷予測や周年出荷体制を生かした計画販売

➢ 大ロットを武器にした有利販売

✓ 社会構造の変革に対応した

ブランディングの構築

➢ 共創ブランディングの展開

➢ 食育・地産地消の推進

✓ 世界市場に挑戦する戦略的輸出体制の整備

➢ 輸出に挑戦する産地の育成

➢ 輸出拠点をフル活用した輸出拡大

済
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スマート生産基盤の確立による産地革新

担い手が減少し気候変動が進行する中にあっても、地域の農業・農村を守りながら稼げる農業を実現するために、スマート農業等による生産性向上
や、農地の集約・汎用化、防災・減災等の生産環境整備、分業生産体制の構築によって、効率的で災害に強く持続的なスマート生産基盤を構築します。
また、人口減少等の社会情勢の中、多様化する社会ニーズに適応するため、宮崎の強みを発揮できる生産推進品目の絞り込みや、年間供給体制をは

じめ、産地加工機能の強化等や生産情報の見える化に焦点を当てた産地振興を推進し、みやざき農業の産地革新を実現します。

【今後の方向性】 【目指すべき姿】

■技術：みやざきスタイルのスマート農業の普及
・園芸や畜産分野、小規模農家でも活用
できる技術の普及・定着

・スマート農業を活用できる人材の育成

■生産環境：効率的で災害に強い営農の実現
・農地中間管理事業等を活用した農地集
約や大区画化

・水田の汎用化と畑地かんがいによる土
地生産性の向上

・災害に強い生産基盤の構築、園芸施
設・畜舎の強靱化・高度化

■生産体制：分業生産体制の構築
・耕種版インテグレーションや集落と担
い手との連携等による効率的な生産体制

・畜産の分業化による安定した生産環境

スマート生産基盤の構築

■生産量の確保
・地域や気候に応じた推進品目の絞り込み
・農地利用のゾーニングよる品目の団地化

■生産方式の刷新
・周年出荷が可能な栽培技術の開発・普及
・水田をフル活用するための高収益作物
の輪作体系の確立

■付加価値の最大化
・加工機能強化に対応した加工・業務用野
菜の生産拡大

・付加価値を高める産地加工機能の強化

■消費ニーズへの対応
・消費データ分析によるニーズの可視化
・攻めの輸出を実現する肉用牛生産の拡大

■生産情報の見える化
・データ分析による高精度な出荷予測
・トレーサビリティ情報による価値向上

社会ニーズに適応した産地振興

多様化する社会ニーズへの適応
稼げる農業の実現

ニ
ー
ズ
に
応
え
る
生
産
を
維
持
す
る
た
め
に
は
、

徹
底
し
た
省
力
・
効
率
化
に
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え
、
出
荷
量
や
時
期
に
責
任
を
持
て
る
産
地
体
制
が
必
要

流通・販売につながる生産情報の提供
販売情報の把握による生産者のモチベーション向上

【現 状】

■スマート農業は施設園芸、畜産が先行。
ドローンやロボットトラクターの実証
も進展。

■経済連携協定の拡大による海外ニーズ
の高まり

■国内加工・業務用野菜の需要は年々増
加しているが3割は輸入品。

（指定野菜13品目）

23
36

47 51 54 56 57

77
64

53 49 46 44 43

0%

20%

40%

60%

80%

100%

S40 S50 S60 H2 H12 H22 H27

加工業務用

家計消費用

フェーズⅠ

スマート
生産基盤 生産体制

✓ 地域分業の推進
✓ インテグレーションの推進

✓ 農地集約、汎用化
✓ 災害に強い生産基盤

生産環境

技 術

周年出荷
水田の高収益作物生産等

生産方式の刷新

推進品目の絞り込み
農地利用ゾーニング等

生産量の確保

出荷予測の実現
トレーサビリティの強化

生産情報の見える化

ニーズの可視化
肉用牛生産拡大等

消費ニーズへの対応

付加価値の最大化
加工・業務用野菜の拡大
産地加工機能強化

フェーズⅡ

社会ニーズに適応した
産地振興

✓ スマート農業の普及
✓ 技術を活用できる人材の育成

スマート生産基盤の確立による産地革新

３割は輸入

【生産⇐流通⇒販売】

アグリフードチェーンの活用

済
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【実需者】

産地と流通の変革を生かした販売力の強化

少子高齢化に伴い市場全体の規模が縮小する一方で、世帯構成の変化（共働き、単身世帯の増加）や、消費者嗜好の多様化（健康志向、簡便化志
向）に加え、利便性提供型形態の拡大（コンビニ、冷凍食品）など販売環境の変化、また、トラックドライバー不足など流通環境の変化への対応が求
められています。このため、出荷予測等の取組をフル活用した計画販売の実践、加工・業務用需要の増大など社会構造の変革に対応したブランディン
グの構築、拡大する海外市場の獲得に向けた戦略的輸出体制の整備により、本県農業の販売力を強化します。

【今後の方向性】 【目指すべき姿】

産地と流通の変革を生かした販売力の強化

■出荷予測や周年出荷体制を生かした
計画販売

・高精度な生産・出荷計画による安定取
引と信頼の強化

・契約取引の拡大と買取販売の実現

■大ロットを武器にした有利販売
・重点品目の絞り込みと生産拡大

産地革新を生かした
計画販売の実現

■輸出に挑戦する産地の育成
・輸出先国ニーズへの的確な対応
・新規輸出国の開拓

■輸出拠点をフル活用した輸出拡大
・品目別・国別の輸出拡大
・世界基準認証の取得支援
GGAP、HACCP、ＧＩ等の取得

世界市場に挑戦する
戦略的輸出体制の整備

【現 状】

■共創ブランディングの展開
・健康志向に対応
栄養機能性成分に着目した商品の拡大

・簡便化志向に対応
加工・業務用の取引先拡大
調理野菜、キット食材の開発

・贅沢志向への対応
おいしさ、オリジナリィティ、
ストーリーを持った商品の訴求

■食育・地産地消の推進
・本県農業に対する県民の意識向上

社会構造の変革に対応した
ブランディングの構築

生
産
と
流
通
の
効
率
化
に
対
応
し
た
販
売
戦
略
と
グ
ロ
ー
バ
ル
ニ
ー
ズ
の
取
込

【産 地】 【消費者】

コールド
チェーン

〈海外〉

●産地革新を生かした
計画販売の実現！

➢安定取引と信頼の強化
➢契約取引の拡大と買取販売の実現
➢大ロットを武器にした有利販売

○推進品目の絞り込み
○周年出荷
○出荷予測の実現

○産地加工機能強化
○加工・業務用野菜の拡大
○ニーズの可視化

サプライチェーン（モノの流れ）の効率化

バリューチェーン（価値の流れ）の強化

●社会構造の変革に対応した
ブランディングの構築

➢共創ブランディングの展開
健康志向、簡便志向、贅沢志向への対応

➢食育・地産地消の推進

●世界市場に挑戦する
戦略的輸出体制の整備

➢輸出に挑戦する産地の育成
➢輸出拠点をフル活用した輸出拡大

アグリフードチェーン（サプライ・バリュー・コールド）の
強化による安定供給と価値提案の推進

【生産⇐流通⇒販売】

■流通業者の農畜産物トレンド（2020.1）

■多様化する食の志向

■本県農産物入出量・金額の推移

済
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※ の位置、数はイメージです

産地とマーケットをつなぐ流通構造の変革

都市部から遠隔地にある本県農産物の流通は、トラックドライバー不足に起因する運賃の上昇や輸送日数の延長など、流通業界の課題がダイレクト
に影響を及ぼす恐れがあります。このため、県内全域に分散している選果場等の供給拠点の集約など、農産品物流の効率化等による輸送環境の改善や
物流コストの削減が急務となっています。これらの課題解決には、生産から出荷・小売まで、サプライチェーンを構成する各段階で、新技術の積極的
な活用による対策の連鎖を促進し、産地とマーケットをつなぐ流通構造を変革します。

【今後の方向性】 【目指すべき姿】

産地とマーケットをつなぐ流通構造を変革

■産地と消費地の双方で供給拠点を集約
・産地における選果場等の集約
・消費地における配送拠点の選定

■物流拠点の機能強化
・出荷予測システムなど、ＩＣＴを活用
した分荷・配車システムの高度化

・自動搬送、ピッキング等のロボット機
器の導入

産地革新を生かした
供給機能の強化

■ＲＦＩＤ（電子タグ）を活用した商品・
物流情報の連携・共有化

■輸出に対応した流通システムの構築
・長期輸送に耐える資材の開発
・輸出用パレット
・輸出向け一次ストック施設（冷蔵施設等）
の整備

・鮮度保持輸送コンテナの活用
■物流ドローンや自動運転システムの検討
・無人化による流通コストの削減

新技術の積極的な活用

流通対策の連鎖を促進！

【現 状】

流
通
の
効
率
化
を
進
め
る
た
め
に
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体
の
変
革
が
必
要

■手荷役から機械荷役への転換
・パレット化
・出荷規格の簡素化、箱サイズの統一

■各流通ツールの統一化
・伝票、パレット、段ボール

■共同輸送の拡大
・産地間、事業者間、ＪＡと法人

■モーダルシフトの促進
モーダルコネクトの強化
・トラックから船舶への転換
・各輸送モード間の連携強化

モノと情報が繋がる
効率物流の実現

産地革新を生かした供給機能の強化

モノと情報が繋がる効率物流の実現

出荷予測
分荷・配車システム

新技術の積極的な活用

物流ドローンの検討

【物流ドローン】 【トラック隊列走行】

集荷場等
の集約

パレット化

集荷情報の
電子データ化

ＲＦＩＤによる
パレット管理

データ活用による
検品・分荷

モーダルシフト

長期貯蔵技術の活用

生産者

法人

・JA関係の選果場・集荷場
：77か所

・と畜場：8か所
・大規模食鶏処理場：10か所

【生産⇐流通⇒販売】

■県内全域に分散する供給拠点

■青果物の流通状況

■物流イノベーションの進展

済

【高速道の自動運転走行】

共同出荷や共同輸送

青果物

畜産物

加工品

冷凍品
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洪水防止機能, 663億円

河川流況安定機能, 225億円

地下水かん養機能, 2億円

土壌浸食防止機能, 49億円

土砂崩壊防止機能, 70億円

有機性廃棄物処理機能, 2億円

気候緩和機能, 2億円

保健休養・やすらぎ機能, 353億円

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

20代 30代 40代 50代 60代 70代 20代 30代 40代 50代 60代 70代

男性 女性
H17 H26

●地域の魅力発信、理解促進

●誇れる地域の魅力・価値の再確認
●地域資源の保全による多面的機能の維持

次世代に引き継ぐ魅力あふれる農山村づくり

中山間地域は宮崎県土の約9割、農地・販売農家数の約７割を占めており、本県農業を支える重要な産地ですが、人口減少が進む中で今後、農業生産力
の衰退に加え、集落機能や多面的機能の低下が危惧されていることから、産業施策とともに地域施策で農村の持続性を確保していくことが重要です。
このため、農村集落の多様な人材が経験を生かし、集落運営に積極的に参画することで基幹産業である農業を活性化するとともに、多様な産業との融

合による所得・雇用の確保を図ることで、賑わいのある魅力あふれる農山村づくりを推進します。

【今後の方向性】 【目指すべき姿】

次世代に引き継ぐ魅力あふれる農山村

■中山間地域に適した農業による安定した所得確保

・農地や資源の利活用を再構築

・多様な主体が活躍できる環境づくり
・外貨を稼げる品目の導入
・物流・販売体制の整備
・域内循環による流通コスト低減

→ 地域ならではの農業の展開

中山間地域農業の活性化

【現 状】
■農山村の人口予測

■農地集積、規模拡大の限界

■田園回帰の意向

■産業横断的な更なる所得の確保と雇用調整

・食品や観光等の他産業との連携による
新たなビジネスの創出

・販路確保等による出口対策
・多様な産業間の雇用調整
・多様なライフスタイルの確立

→ 農を核としたビジネスの創出

多様な産業との融合による
所得・雇用の創出

集落ビジョンの策定

■多面的機能の価値(貨幣評価)

行政・団体等

集落ビジョン
策定サポート

雇用労働力調
整体制の整備

UIJターン・移
住・定年帰農等
の受入体制整備

①中山間地域農業の活性化 ②多様な産業との融合による
所得・雇用の創出

■農地・地域資源の有効利用

■中・小規模農家や高齢者など、
多様な主体の活躍

集落ビジョン
実現サポート

日本型直接
支払制度

棚田地域振興法
関連施策

野生鳥獣害対策

③農山村の誇れる魅力の発揮と世界への発信

都市住民の農山漁村地域への定住願望

みんなで協力して稼ぐ将来像

～視点～

農山村の誇れる魅力の発揮と
世界への発信

■地域の魅力や価値の再確認と
地域内外への発信

・伝統や文化、景観等地域の魅力を磨く

・国内外への発信

■地域の魅力や価値の理解促進による
宮崎ファンづくりと移住者・関係人口の創出

→ 誇りを原動力に地域の魅力を発信

地域住民がいきいきと暮らす
賑わいのある農山村づくりを推進

●心の「ふるさと」の提供
●二地域居住の促進、関係人口の創出

0.76 

1.66 

2.31 

0.00

1.00

2.00

3.00

中山間地域 県平均 平坦地

西臼杵３町
東臼杵４町村
西米良村平均

西都市
児湯５町平均

椎葉村
「世界農業遺産(棚田)」

単位：億円／年

宮崎県：１，３６６億円／年

西都市
「郷土料理作り(農泊)」

高千穂町
「重要無形民俗文化財(神楽)」

(ha)

(%)

●地域特性を生かした農業振興
・多様な主体に合わせた品目の重点化
・平場との産地連携、放牧等の推進 等

●サポート体制の構築
・作業受委託、雇用調整組織の整備
・集荷・運搬・販売体制の整備 等

●スマート農業技術の導入
・地域の実情に合わせた技術の導入
・畦畔草刈り等の省力化、簡易基盤整備促進 等

1.00
0.99 0.96

0.94
0.91

0.87
0.84

0.97
0.93

0.88
0.84

0.79
0.75

0.89

0.79

0.70

0.63

0.57
0.52

0.86

0.75

0.64

0.55

0.47

0.39
0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H27 R2 R7 R12 R17 R22 R27

全国

日之影町

西米良村

宮崎県

販売農家1戸あたりの耕地面積

済

農業

製造業

観光

飲食

流通・
販売

林業・
建設

教育・
福祉

直売所

農産加工

農 泊

観光ルート 農家
レストラン

商品開発

ジビエ活用

集荷販売

農福連携

雇用
調整

定住条件整備

住
み
続
け
ら
れ
る
地
域
に
す
る
た
め
に
は
、
所
得
・
雇
用
の
確
保
が
必
要

宮
崎
の
財
産
で
あ
る
地
域
の
魅
力
や
多
面
的
機
能
を
次
世
代
に
引
き
継
ぐ
こ
と
が
必
要
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農村への
電力地域供給

■エネルギーの海外資源依存
□施設園芸の経費における動力光熱費の割合

□家畜飼料の海外資源への依存

資源循環による環境に優しい農村づくり

本県農業は、施設園芸における化石燃料や畜産における輸入飼料など、生産にかかる資材の一部を海外に頼っている現状です。海外の諸情勢が不安
定で、世界の人口増加が進む中、本県農業が持続的に発展するためには、海外資源に頼らない生産体制の構築が必要となります。
このため、エネルギーや飼料生産での耕畜連携の推進をはじめ、地域資源を最大限に活用した資源循環体制を確立し、環境に優しい農村づくりを推

進します。

【今後の方向性】 【目指すべき姿】

資源循環による環境に優しい農村

■耕畜連携による資源循環の促進
○堆肥や飼料の広域流通体制づくり
・ＷＣＳ、飼料用米の生産拡大による

飼料自給率向上と農地の有効活用
・堆肥の農地還元による生産力の高い
土づくり

・コントラクターやＴＭＲセンターを
活用した分業化

■化石燃料に頼らないエネルギーへの転換
○畜産バイオマス発電の導入・普及
・畜ふん発電などの導入・普及

・施設園芸との資源循環体制の構築
・農村や食品加工場への電力供給の検討

○省エネルギー園芸施設・技術の開発・普及

・施設園芸団地での集約型エネルギー管理
・ＩＣＴを活用した省エネルギー技術

○エネルギーＭＩＸの推進

・化石燃料＋αによる複合エネルギー供
給体制による電力リスク対策

■エコフィードの活用による資源循環
○食品残渣を活用したエコフィード生産
・あらたなエコフィード資源の活用

・食品加工場との連携

資源循環型農業の推進

資源循環体制の確立
食料・飼料自給率の向上

【現 状】

■家畜排せつ物利活用の拡大
□平成29年度家畜排せつ物の利活用状況

■進むバイオマスエネルギーの実用化
□メタン発酵処理の実用化などが進展

農
業
の
持
続
的
発
展
の
た
め
に
は

資
源
循
環
体
制
の
確
立
が
必
要

■環境保全型農業の展開
○有機農業の推進による高付加価値化
○廃棄農産物の有効利用

○宮崎方式ＩＣＭや生物農薬の推進
○センシング技術を活用した減農薬栽培

■農業用廃プラスチック排出量の抑制・適正処理
〇排出量抑制技術の検討
○廃プラスチック適正処理の更なる推進

環境に優しい農業の展開

耕 種畜 産

畜産バイオマス型施設園芸の構築

電気・排熱・燃焼灰等の活用
畜産

バイオマス発電

エネルギーＭＩＸの推進
・太陽光発電 ・水素エネルギー
・小水力発電 ・木質バイオマス
・地熱利用 エネルギーのリスク対策

環境保全型農業の展開

有機農業の推進
廃棄農産物の有効利用

増頭への対応
輸入飼料に頼らない畜産

良質堆肥

飼 料
コントラクター

ＴＭＲセンター

広域流通体制づくり

農地の有効活用と
土づくり

☞省エネルギー園芸施設・技術の開発・普及
・施設園芸団地での集約型エネルギー管理
・ＩＣＴを活用した省エネルギー技術

化石燃料に頼らない
施設園芸

食品加工場等

エコフィードの活用

食品加工残渣を活用した
エコフィードの生産

租税公課

3%
種苗費

3%
肥料費

6%

農薬衛生費

4%

諸材料費

8%

修繕費

3%動力光熱費

24%
減価償却費

9%

荷造運賃

手数料

24%

雇人費

6%

その他

10%

県農業経営者組織協議会
の青色申告データによる
分析（Ｈ30ピーマン）

需要量 161 万ﾄﾝ 需要量 138 万ﾄﾝ 需要量 23 万ﾄﾝ

輸入量 122.6 万ﾄﾝ 輸入量 121.4 万ﾄﾝ 輸入量 1.2 万ﾄﾝ

海外依存度 76 ％ 海外依存度 88 ％ 海外依存度 5 ％

輸入額 983.4 億円 輸入額 971.5 億円 輸入額 11.8 億円

（H29宮崎県調べ）

飼料

全体

うち

濃厚

飼料

うち

粗飼

料

（宮崎県調べ）

1,464千トン

（うち県外・農外52千トン）
1,412千トン 104%

堆肥等製品生産量① 標準堆肥施肥量② 堆肥充当率(①／②)

農業用利用　（73％）

堆肥化処理

2,738千トン

液肥利用

232

千トン

浄化処理

807

千トン

（20％）

堆肥利用

1,232千トン

液肥利用

232

千トン

エネルギー

利用

271

千トン

（7%）

堆肥の広域流通や
堆肥以外での
利活用が必要

鶏糞焼却処理施設メタン発酵処理施設

ほとんど
鶏糞発電

済


